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特定防火対象物 非特定防火対象物

（令和3年4月1日現在）

18 延長５０ｍ以上のアーケード

合　　　計 1,626 60

ロ 複合用途防火対象物で上記以外のもの 41 3

17 重要文化財

15 前各項に該当しない事業場 83 2

16
イ 複合用途防火対象物で特定用途部分を有するもの 164 19

飛行機又は回転翼航空機の格納庫

14 倉庫 66

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ

13
イ 自動車車庫、駐車場 3

ロ

11 神社、寺院、教会の類 14

12
イ 工場、作業場 63 1

ロ 公衆浴場

10 車両の停車場、船舶又は航空機の発着場 2

8 図書館、博物館、美術館 1

9
イ 特殊浴場、サウナ浴場

ニ 幼稚園、又は特別支援学校 11

7 小、中、高、大、各種学校 25 1

老人短期入所施設、養護老人ホーム 26 1

ハ 老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム 64 1

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 834 32

6

イ 病院、診療所、助産所 32

ロ

4 百貨店、マーケット 102

5
イ 旅館、ホテル、宿泊所 6

3
イ 待合、料理店の類

ロ 飲食店 46

性風俗関連特殊営業を営む店舗等

ニ カラオケボックスその他これに類する施設等

2

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブの類

ロ 遊技場、ダンスホール 4

ハ

地上５階以上

1
イ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 2

ロ 公会堂、集会場 37

防火対象物の現況

項 防火対象物の用途別 防火対象物数
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（令和2年度）

特定防火対象物 非特定防火対象物

（令和2年度）

3 710 14 8 3 5 4合　　　　　　　計 75 10 1 5 5
3 1 1 2 3そ　　　の　　　他 27 3 1 1 7 5

18 延長５０ｍ以上のアーケード

17 重要文化財

ロ 複合用途防火対象物で上記以外のもの

1

1 2

16
イ 複合用途防火対象物で特定用途部分を有するもの 1

2 2

2

15 前各項に該当しない事業場 11 4

1 114 倉庫 5 1

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫
13

イ 自動車車庫、駐車場

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ
12

イ 工場、作業場 1 1

11 神社、寺院、教会の類

10 車両の停車場、船舶又は航空機の発着場

ロ 公衆浴場
9

イ 特殊浴場、サウナ浴場

8 図書館、博物館、美術館

2 1 17 小、中、高、大、各種学校 5 1

1

ニ 幼稚園、特別支援学校

2 3 1ハ 老人デイサービスセンター、経費老人ホーム 7
2ロ 老人短期入所施設、養護老人ホーム 4 1 1

1 1

6

イ 病院、診療所、助産所 2
1 1ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 5 1 1 1

5
イ 旅館、ホテル、宿泊所

1 1 14 百貨店、マーケット 5 1 1

ロ 飲食店
3

イ 待合、料理店の類

二 カラオケボックスその他これに類する施設等

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗等

ロ 遊技場、ダンスホール
2

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブの類

1ロ 公会堂，集会場 2 1

1月 2月 3月

1
イ 劇場、映画館、演芸場、観覧場

7月 8月 9月 10月 11月 12月

建築同意件数内訳
項 防火対象物の用途別 計 4月 5月 6月

そ  の  他
合 　 　計 75 40 35 0

改　  　築
用途変更 2 2 

新  　　築 70 39 31 
増　  　築 3 1 2 

建築同意件数
同　意　処　理

合　　計
同　　　意

不  同  意
工　事　種　別 指　導　無 指　導　有
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（令和２年度） （令和２年度）

合　　計 52 55 164

パッケージ型消火設備 1 1

不 活 性 ガ ス 消 火 設 備

無 線 通 信 補 助 設 備

パッケージ型自動消火設備 2

連 結 送 水 管

非 常 コ ン セ ン ト 設 備

排 煙 設 備

連 結 散 水 設 備

誘導灯及び誘導標識 40 47

消 防 用 水 5

非 常 警 報 器 具 又 は
非 常 警 報 設 備

10 16

避 難 器 具 1 6

消 防 機 関 へ 通 報 す る
火 災 報 知 設 備

6 5 合　　計 547

漏 電 火 災 警 報 器 指 定 可 燃 物 3

ガス漏れ火災警報設備 圧 縮 ア セ チ レ ン ガ ス 2

自 動 火 災 報 知 設 備 37 50 少 量 危 険 物 7

動 力 消 防 ポ ン プ 設 備 露 店 等 の 開 設 届 出

屋 外 消 火 栓 設 備 道 路 工 事 294

粉 末 消 火 設 備 水 道 断 減 水

ハロゲン化物消火設備 1 催 物 の 開 催

二酸化炭素消火設備 煙 火 の 打 上 げ 17

泡 消 火 設 備 1 1 怪 煙 行 為 131

水 噴 霧 消 火 設 備
水素ガスを充てんする
気 球 の 届 出

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備 3 2 変電・発電・蓄電池設備 8

屋 内 消 火 栓 設 備 1 1 炉 ・ ボ イ ラ ー 7

件　数
設備

消 火 器 具 34 防火対象物使用 開始 78

消防用設備等届出状況 各種届出状況

区分
着工届 工事計画 設置届 届　出
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令和２年度 182 101 81

令和元年度 219 131 88

令和元年度 46 21 9

令和２年度 49 39 8

平成29年度 50 25 5

平成30年度 45 31 2

平成28年度 50 22 2

防火対象物点検結果状況及び甲種防火管理者再講習受講状況
区　分

対象物数 報告済 受講済
年度別

合　　計 1,044 614 430

平成29年度 216 126 90

平成30年度 237 140 97

平成28年度 190 116 74

防火管理者選解任届出状況
区　分

合計（人） 選　任 解　任
年度別

合　　計 269 62 207

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、甲種防火管理者新規講習は中止

52

平成30年度 70 19 51

令和元年度 65 20 45

平成28年度 69 10 59

平成29年度 65 13

防火管理者資格付与の状況
区　分

合計（人） 市内在住 市外在住
年度別
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特定防火対象物 非特定防火対象物

（令和２年度）

0合　　計 1,626 20 17 0 0

18

17

ロ 41
16

イ 164 1 1

15 83 6 6

14 66 1 1

ロ
13

イ 3

ロ
12

イ 63 2 1

11 14 1 1

10 2

ロ
9

イ

8 1

7 25

ニ 11 1 1

ハ 64

26
6

イ 32

ロ

ロ 834 6 5
5

イ 6 1

4 102 1 1

ロ 46
3

イ

ニ

ロ 4
2

イ

ハ

ロ 37

命令件数 告発等件数
項

1
イ 2

査察(防火対象物)
区分

対象物数 立入検査件数 改善指摘件数 警告件数
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※　出火率は、人口１万人あたりの火災件数を表す。

8

9令和　２年 86,377 785 13 28 1

令和  ２年 25 14 2 1

15

35合　　計 475,539 4,856 98 213 8

6

平成 31年 88,267 739 9 24 1

平成 30年 89,106 451 8 28 3

平成 29年 55 162 5 13 4

平成 28年 17,108 281 1 2

1

平成 27年 63,185 550 11 23 1 2

平成 26年 50,929 829 33 49 1

4

平成 25年 65,284 298 10 25 2 5

平成 24年 7,129 619 4 7

平成 23年 8,099 142 4 14 3

年別
（単位：千円）

10 8

火災被害状況推移
区分 損害額 建物焼損床面積

（㎡）
り災世帯 り災人員 死　者 負傷者

6 5 9 8 6 9合　　計 105 12 10 11 11

1 1 2 1 4

2

平成 31年 18 2 1 3 2 1

2 4 2 1 2平成 30年 26 6 2 2 3

1 1 1 2 2 2

3 1

平成 29年 21 2 2 3 4 1

1 3 1 1 1平成 28年 15 1 1 1 1

5月 12月
年別

6月 7月 8月 9月 10月 11月

0 131 2.8

月別火災件数推移
月別

年計 1月 2月 3月 4月

合　　計 260 95 11 23 0

2.8

平成 31年 18 6 1 5 6 1.9

12 2.3

平成 30年 26 11 2 13

10 1.6

平成 29年 21 5 2 2

平成 28年 4 1

3.4

平成 27年 24 12 4 8 2.6

16 3.5

12平成 26年 31 16 1 2

19 3.6

平成 25年 32 14 1 1

平成 24年 32 9 4

平成 23年 36 4 1 4 27

船舶火災 航空機火災 その他の火災

4.1

火災種別・年別火災件数
区分

火災件数
火災種別

出火率
年別 建物火災 林野火災 車両火災

2.6

令和　２年 25 1 4 2 1 3 2 3 2 3 1 3
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24 15 21 26 18 25合　　　計 260 36 32 32 31

1東 関 東 自 動 車 道 5 2 1 1

7 2 4 5 4 8小計 62 7 6 9 10

1鷹 の 台 2 1

1 1 1み そ ら 5 1 1

3 1旭 ヶ 丘 8 2 1 1

1 1 3山 梨 11 2 1 3

2 1成 台 中 9 3 2 1

1 1 2南 上 和 8 1 1 1 1

1 1 3 1 1吉 岡 13 1 1 2 2

1 1 1

5 5 4

旭
　
分
　
署

小 名 木 6 1 1 1

小計 49 8 6 5 3 5 1 7

1

3 2

池 花 3 1 1

4 1 1

内 黒 田 12 1 2 2 1 1

2

千 代 田 13 1 2 1 1 1 1

1 1亀 崎 5 1

1 2 1

も ね の 里 2 2

物 井 13 2 1 2 1 2 1

千
代
田
分
署

長 岡 1 1

11 12 10 16 9 13小計 144 19 19 17 18

2 4 4 5 3 6大 日 50 8 8 6 4

5 4 3 4 2 1鹿 放 ヶ 丘 29 1 4 2 3

つ く し 座 1 1

1 2 2 1栗 山 9 1 1 1

1め い わ 4 2 1

1美 し が 丘 1

1 2 3和 良 比 11 1 4

み の り 町 0

さ ち が 丘 0

1中 央 4 2 1

1 1 1 2鹿 渡 11 2 2 2

2 1 1 1 2四 街 道 17 2 1 7

さ つ き が 丘 0

3 2 1

平成
29年

平成
30年

平成
31年

令和
２年地区別

消
　
防
　
署

下 志 津 新 田 7 1

各地区別火災発生状況
年別

合計
平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

萱　　　　　　　橋 0
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24 15 21 26 18 25合　計 260 36 32 32 31

7 3 5 5 3 5不明・調査中 54 5 5 7 9

3 3 2 3そ の 他 21 1 3 3 3

3 4 1 5 7放火の疑い 34 8 2 4

1放 火 6 1 1 3

1 1火 入 れ 11 1 1 6 1

1取 灰 5 1 2 1

1衝突の火花 1

2 1灯 火 4 1

4 1溶接機・溶断機 9 2 2

1 6 3 2た き 火 29 8 3 3 3

マッチ・ライター 3 1 1 1

1 1火 あ そ び 8 4 2

2 2 1 1配 線 器 具 8 1 1

1内 燃 機 関 3 2

1 1 2電灯・電話等の配線 7 2 1

1電 気 装 置 1

1 1 1 2電 気 機 器 7 2

2排 気 管 4 2

1煙 突 ・ 煙 道 1

ボ イ ラ ー 0

こ た つ 0

1 3ス ト ー ブ 5 1

1焼 却 炉 3 1 1

炉 0

風 呂 か ま ど 1 1

か ま ど 0

2 2 1 2 1こ ん ろ 16 3 2 3

1 1 3 1 4た ば こ 19 1 4 3 1

平成27年平成28年平成29年平成30年平成31年 令和２年

原因別火災件数推移
年別

合　計 平成23年平成24年平成25年平成26年

区分
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2531 24 15 21 26 18

1 1 1

合　計 260 36 32 32

1

23～24 5 2

22～23 10 1 2 3 3

2 2 1

1 1 1 2

21～22 10 1 3 1

2

20～21 9 2 1 1

1

19～20 12 3 4 1 1 1

2 1 2 1 3 1

夜
　
間

18～19 13 2

3 1 2 1 117～18 12 2 2

1 1 4 216～17 15 2 1 1 3

2 4 2 1 215～16 17 3 2 1

2 2 1 1 214～15 13 3 2

2 1 3 1 313～14 21 2 1 4 4

1 212～13 15 2 5 3 2

2 2 2 211～12 17 4 2 2 1

3 4 1 410～11 22 2 2 3 3

1 1 1 2 19～10 11 3 1 1

1 2 2 4 18～9 14 1 1 2

1 1 1 17～8 8 2 2

1

1

昼
　
間

6～7 3 1 1

5～6 3 1 1

1 1

1 1 1

4～5 3 1

1

3～4 10 2 3 2

2～3 5 2 1 1

2 1 1 1

1 1

1～2 8 1 2

令和２年

時間

夜
　
間

0～1 4 1 1

平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年平成31年

時間別火災件数
年別

合　計 平成23年平成24年平成25年
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（令和２年度）

仮 取 扱 0

仮 貯 蔵 0

仮 使 用 4 1 3 2

廃 止 3 1 2

1 1 1 2 1変 更 完 成 5

設 置 完 成 3 1 2

1 1 1 3 2変 更 許 可 6

2

一

般

取

扱

所

セ

ル

フ
区分

設 置 許 可 3 1

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

給

油

取

扱

所

7 6

危険物施設の事務処理状況
施
設
区
分

合
　
　
　
計

製
　
造
　
所

貯　　　蔵　　　所 取　扱　所

屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

16 25 2 32

24 2 32 7 6

令和２年度 101 1 6 13

7 6

令和元年度 100 1 5 13 17

17 24 2 33

21 2 31 7 5

平成30年度 101 1 5 13

7 5

平成29年度 95 1 5 13 17

18 21 2 32

屋
外
貯
蔵
所

給
油
取
扱
所

一
般
取
扱
所

セ
ル
フ

年度別

平成28年度 97 1 5 13

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

危険物規制
危険物規制に係る業務は、主として危険物施設の許認可に関する事務と、それに

伴う検査・指導及び各種届出の受け付け事務です。

危険物施設数推移
施
設
区
分 合

　
計

製
造
所

貯　蔵　所 取　扱　所
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（令和２年度）

合　　計 101 7 1 0 0 0

一般取扱所 6

7
取
扱
所

給油取扱所 32

セルフ

屋 外 2

移動タンク 25 5

簡易タンク

地下タンク 16 2 1

屋外タンク 13

貯
蔵
所

屋 内 6

屋内タンク

命令件数 告発等件数

製造所 1

査察(危険物施設)
施設区分 施設数 立入検査件数 改善指摘件数 警告件数

38



主な活動
①消火訓練
②視察研修
③普通救命講習会
④防火研修会
⑤火災予防運動期間中及び消防フェスティバルでの啓発物品の配布
⑥会議（３回）

（令和3年4月1日現在）

合　　　計 71 53

28 も ね の 里 ３ 丁 目 2 0

29 和 良 比 西 3 2

26 ひ か り が 丘 西 3 3

27 め い わ 東 2 2

ヴ ェ ル デ 四 街 道 2

24 御 成 台 住 宅 鷹 の 台 3

25 バ ー ド ヒ ル 池 花 3

22 美 し が 丘 ２ 丁 目

19 さ つ き ヶ 丘 2

2

23 美 し が 丘 ３ 丁 目 2

21 美 し が 丘 １ 丁 目 2

20

16 み そ ら 4

17 向 南 台 2

18 す み れ 台 2

14 千 代 田 四 丁 目 3

15 千 代 田 五 丁 目 3

12 千 代 田 二 丁 目 2

13 千 代 田 三 丁 目 3

10 わ ら び が 丘 2

11 千 代 田 一 丁 目 3

8 第 ２ グ リ ー ン タ ウ ン 2

9 め い わ ５ 丁 目 2

6 電 電 栗 山 2

7 く り や ま 台 2

4 つ く し 座 3 0

5 栗 山 新 町 2 0

2 さ ち が 丘 １ 丁 目 2 2

3 さ ち が 丘 ２ 丁 目 2 2

番号 設　置　区　域　名 定　員 実　員

1 旭 ヶ 丘 4 2

四街道市防火指導員

（目的）
一般家庭からの火災を防止するため、火気使用頻度の高い家庭の主婦を対象と

して、火災予防の知識及び火災発生時に備え、初期消火等の技術を習得する
ことにより、地域防災のリーダーとして、住民への防火思想の普及啓発活動並びに
地域防災体制の確立を期することを目的としています。

2

2

2

2

2

0

2

3

3

3

4

2

3

0

2

2

1

1

2

2
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12月

令和３年　1月

3月

2月 第４回危険物取扱者保安講習会

9月 第２回危険物取扱者保安講習会

10月 第２回理事会

11月 第３回危険物取扱者保安講習会

6月

7月

8月

事業実施状況

月　　別 事　　業　　名

令和２年　4月 監査、第１回理事会（書面表決）

　　5月 総会（書面表決）、県危険物安全協会連合会総会（書面表決）

物等」という。）の取扱い及び管理の向上並びに危険物等に起因する災害の防止
に努め、もって公共の福祉の増進に寄与することを目的としています。

会　　員　　数 80

917,438令和２年度予算

(円)

四街道市危険物安全協会
（目的）
本会は、会員相互の融和を図るとともに、危険物及び指定可燃物（以下「危険
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